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１　現状と課題

２　事業目的

３　事業目的を達成するための取組

４　成果指標 （推移の凡例　↗：改善　↘：悪化　→：変化なし　―：数値なし）

５　本事業が貢献する総合５か年計画の施策分野と達成目標

６　事業コスト （単位：千円、人）

％

％

％

％

人

算数・数学の授業の内容がよく分か

ると答えた児童生徒の割合

専科指導教員配置校において、「５年生ま

でに受けた授業は、課題の解決に向けて、自

分で考え、自分から取り組んでいた」と回答し

た児童の割合

全小中学校のうち、12月の時間外勤

務時間一人当たり45時間以下の学校

数の割合

教員業務支援員が役に立ったと答

える学校の割合

教員志願者数 ↘
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80.6
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100

1,482
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↗

↗
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加配教員の活用による学びの充実を一層図り、全国学力学習状況

調査において児童の割合85.0%、生徒の割合78.0%、全体の割合

81.5％を目指す。(R5見込み：児童81.5% 生徒74.5%　全体

78.0％)

教科担任制の目的である質の高い授業を検証できる指標として、Ｒ４

の実績、R５の見込値を参考に、83.0%を目指す。

指針において、時間外勤務時間一人当たり月45時間以下が定めら

れている。100％を目指し年々実績を高めていく必要がある。

R６は配置校をさらに拡大するとともに、既配置校の効果的な活用の

維持を図るため、前年度同様の100.0%を目標とする。

小学校倍率を質の担保の目安数とされる3倍にするためには本年度よ

り99名増とする必要がある。そのためにも来年度は半分の45名程度の

増を目指す。
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達成目標

（★印が付いているものは主要目標）

｢学校へ行くのが楽しい」と答える児童生徒(小６、中

３)の割合

｢自分と違う意見について考えるのは楽しいと思う」と答え

る児童生徒(小６、中３)の割合

★｢授業は、自分にあった教え方、教材、学習時間に

なっていた」と答える児童生徒(小６、中３)の割合

2020

(R2)

予算要求からの

主な変更点

・学校現場業務改善事業費について、業者委託から外部人材直接雇用へ実施方法を見直し、事業費を減額。

・学校現場への支援員配置事業費について、国庫補助金に係る政府予算案等の動向を踏まえ、事業費を減額。
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直近３か年の状況
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事　業　名 これからの学び、これからの学校教育づくり事業費
部局 教育委員会 課・室 義務教育課

実施期間 不明 ～

達成

状況
目標値設定理由

R5年度

見込値 推移

③教員の採用、質の向上

単位
R3年度 R4年度

No. 指標名
実績 実績 推移

R6年度

目標値

一人ひとりが自分にとっての幸せを実現できる学びの推

進

一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学

びの環境の創出

一人の子どもも取り残されない「多様性を包み込む」学

びの環境の創出
5-2①

No.

5-1①

5-2①

施策分野（施策の総合的展開名）

事業番号 15 02 01 事業改善シート（令和６年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

①子どもたちの多様化が一層進展する状況等を踏まえ、誰一人取り残すことなく、全ての子どもたちの可能性を引き出す教育をいっそう進め、個

別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実を実現する必要がある。

②教員の長時間労働を解消するための様々な取組によって、ある程度の業務負担軽減が図られたものの、大きな改善までにはつながらず、現場

において手詰まり感がある。教員が授業改善に取り組む時間や子どもと向き合う時間を確保し、教員一人ひとりが持っている力を高め、発揮でき

る環境を整えていく必要がある。

③採用選考志願者数が減少している。そのため、信州の教員の魅力を発信するとともに、優秀な人材が受験し易くなるような選考方法にする必

要がある。

児童生徒一人ひとりの学校教育活動の充実と教員の負担軽減を図る。

①少人数教育・個別最適な学び

pref.nagano.lg.jpgimukyo

・質の高い人材を確保するため、二次選考（面接）において多面的・客観的に評価できるよう民間人面接官を起用

・専門性や教職経験を生かせる採用枠を設置

・新規採用、中堅、役付等の事務・栄養職員を対象とした研修に大学講師や異業種の講師を招く

・児童生徒の一人ひとりに応じたきめ細かな指導・支援を行い、学習習慣の確立と基礎学力の定着を図るため、30人規模学級編制や少人数

学習集団編成等に必要な教員を配置

・小学校高学年における教科担任制を推進するための専科指導教員を配置

②教員の働き方改革

・働きがいと働きやすさを実感できる職場環境づくりを目指して、引き続き時間外勤務時間の縮減を図るとともに、健康で活き活きとした豊かな教

員生活を推進するための取組を検討

・学校の当たり前を見直すために、専門的な知見を取り入れた伴走型支援による業務改善を行うことを検討

・教員が本来業務に注力できる環境を整備するとともに長時間勤務を解消するため、支援員を配置

E-mail

3,585,952 2,440,230

9.0

R5年度 0 3,644,066 0 3,644,066 2,475,632 10.0

R4年度 0 3,667,944 0 3,667,944 2,482,893 3,652,201

職員数
前年度繰越 当初予算 補正予算等

合計

（予算現額） うち一般財源

11.0
要求 3,716,063 3,716,063 2,525,965

区分
予算額

決算額

R6年度
予算案 3,585,952



2 産育休代替教員の事前配置

年度途中における欠員の抑制を図るため、産育休予定の教員が在籍する学校にあらか

じめ代替予定の教員・講師等を配置する。直接

配置人数６人

欠員対策のための教員配置

療養休暇や早期退職等により年度途中で急遽欠員が生じた場合に備え、機動的に対

応できる教員を配置する。直接

配置人数９人

要求 164,500

千円 千円 千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

細事業

No.
細事業名

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

3
欠員対策のための教員配置・産育休代替教員の事前配置

による子どもの学び継続事業費

0 35,130
予算案

配置人数７６人

2 専科指導教員の配置

従来から、信州少人数教育推進事業において「少人数指導」を推進している。教科担

任制を推進するため、学校の実情に応じて「専科指導」を行うための専科指導教員にも

活用できるよう運用を弾力化。
直接

配置人数４５人

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
教科担任制推進のための専科指導教

員を配置

小学校高学年の単式学級（複式学級、特別支援学級を除いた学級）において、国

が優先的に専科指導の対象とすべきとしている「外国語、理科、算数、体育」の４教科

で教科担任制を取り組めるよう専科指導教員を追加配置
直接

細事業を構成する主な取組

30人規模学級編成

学習習慣形成支援

少人数学習集団編成

実施方法

617,100

要求 617,100

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

2
小学校高学年教科担任制・

信州少人数教育推進事業運用弾力化事業費

311,100 382,500
予算案

直接

2,407,200

部局 教育委員会 課・室 義務教育課

令和６年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

小学校６学年：学級平均児童数が３５人を超える学年に教員を配置

中学校１～３学年：学級平均生徒数が３５人を超える学年に教員を配置

配置人数３１５人

小学校１・２学年：複数教員による支援・指導（TT）のため平均児童数が30人を

超える学年の学級数に応じ教員を配置

配置人数５８人

小学校３～６学年・中学校１～３学年：習熟の程度に差が生じやすい教科で、30

人以下の学習集団が編制できるよう教員を配置（小：算数、中：数学・英語）

配置人数７１人

直接

直接

1

75,360

3

R6年度

当初予算

R5年度

当初予算

R4年度

当初予算

予算案

事　業　名 これからの学び、これからの学校教育づくり事業費

事業番号 15 02 01 細事業一覧（令和６年度実施事業分） □当初要求　■当初予算案 　□補正予算案　□点検

2

1

細事業

No.
細事業名

信州少人数教育推進事業費

No.

1

要求

千円

3,100,800 2,901,900

千円 千円

2,407,200



3 事務・栄養職員研修の実施

大学講師等、異業種の講師を招き、外部環境の変化を自ら把握し、自律的に行動で

きる職員を育成する。直接

研修会：７回

民間人(教育委員会含)のべ１０５人

2 教員志願者確保のための大学訪問
大学等の就職担当者又は学生に対して受験や任用について説明会等を行う。

直接

訪問大学２４校

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1
優秀な人材確保のための教員採用選

考の実施

　民間人面接官を起用するなど、多面的・客観的評価を行うことにより、より優れた人材

の確保に努める。直接

9,698

要求 9,698

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

6 教員志願者採用選考・職員研修費事業費
8,277 10,098

予算案

４８４人

2 副校長・教頭マネジメント支援員の配置

　調査の回答や、施設管理、保護者やＰＴＡをはじめとする外部との連絡調整等、副

校長・教頭が行っている多岐にわたる業務を一部担う副校長・教頭マネジメント支援員

を学級数に応じて各地域に配置。
直接

２２人

千円

No. 細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 教員業務支援員の配置

　学習プリント等の準備、採点業務や来客・電話対応、児童生徒の健康観察等、教員

を強力にサポートする教員業務支援員を概ね４学級以上の公立義務教育諸学校に

配置。
直接

5 学校現場への支援員配置事業費
247,446 314,117

予算案 474,873

要求 508,263

千円 千円

細事業

No.
細事業名

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

2 学校現場における働き方改革の推進

学校、市町村教育委員会、保護者等の関係者同士のネットワーク構築のため魅力アッ

プＵＰ⤴ミーティング及び学校現場における働き方改革推進会議を開催する。直接

魅力アップＵＰ⤴ミーティング：年４回　推進会議：年１回

細事業を構成する主な取組 実施方法 令和６年度実施内容（予定）（上段：事業概要、下段：活動によるアウトプット）

1 魅力アップＵＰ⤴校支援

働き方改革先進エリアを設定し、専門家とともに教員業務の課題洗い出しや日課等の

見直しを行う。直接

１市町村教育委員会、小学校１校、中学校１校

学校現場業務改善事業費
321 321

予算案 1,721

要求 9,302

千円 千円 千円

細事業

No.
細事業名

R4年度

当初予算

R5年度

当初予算

R6年度

当初予算

No.

4


